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行政ＤＸグループ
１　庁内ＩＣＴ化の推進
(1)　「３つのレス」の推進

全国トップレベルのスマートシティの実現を目指し、はんこレス、ペーパーレス、キャッシュレスの「３つのレス」を推進した。

〇　はんこレス

申請、届出の負担軽減や手続きのオンライン化推進のため、申請書等における法令等の制約のない「認印」の押印義務を令和２年度末に廃止。法令改正等による認印・実印の押印義務の見直し状況などについて、定期的に全庁調査を実施。
〇　ペーパーレス

「ペーパーレス会議指針」を踏まえ、庁内会議等のペーパーレス化を推進するため、会議等への持ち運びに適した２in１タブレット端末機や会議用モニターの部局への貸与や一時貸出を行った。
また、常任委員協議会（決算）をペーパーレス化するとともに、常任委員会や政調会においても、可能な限り２in1タブレット端末機を活用するよう全庁調整を行った。
ペーパーレスに加え、テレワークの推進や業務効率化といった観点から、「ＦＡＸ利用の見直しにかかる方針」を示し、庁内各所属における利用状況調査を実施した。
〇　キャッシュレス

府民サービスの向上とともに、現金紛失等のリスクの軽減や、現金取扱い事務の効率化を図るため、庁内キャッシュレス推進ワーキングを開催し、窓口や税収納に係るキャッシュレス化対応等を推進した。
また、公の施設においてもキャッシュレス化が進むよう、８月に決済事業者と連携協定を締結し、指定管理者の決済手数料負担を軽減する取組みを行政経営課とともに行った。
(2)　行政手続きのオンライン化

〇　大阪府行政オンラインシステムの試行導入
初期導入から１５年経過した電子申請システムの機能不足を解消し、府民等の利便性向上を図るため、スマホ対応や柔軟かつ迅速に申請フォームの構築が可能な大阪府行政オンラインシステムを試行導入し、機能検証を行った。同システムでは、主にコロナ関連の申請手続を中心に全１９手続きをオンライン化し、約５０万件の申請を受け付けた。
(3)　庁内ＩＣＴ化支援

 〇　ＩＣＴ化支援希望調査
庁内ＩＣＴ化の促進と業務効率の改善を図るため、各部局の業務におけるＩＣＴ化の支援希望調査を実施し、内容ヒアリングの上、ＩＣＴ利活用の観点から適切に助言、提案、システム構築支援等を行った。
・　相談件数　３５件
２　働き方改革の推進

大阪府庁版「働き方改革」第１弾、第２弾における各テーマの推進に取り組んだ。

〇　テレワークの推進

令和２年度に導入した「緊急テレワークシステム」の運用を行った。また、テレワークのさらなる定着化を図るため、企画厚生課とともに、テレワークの重点実施を行うモデル所属を募集・選定し、テレワーク定着化への課題の洗い出しや解決に向けた助言等の支援を行った。モデル所属での取組みも踏まえ、働き方改革を進める上での基本的な考え方や実践する上で必要となるポイントをまとめた「働き方改革ガイドライン」を策定した。
○　タブレット端末機の活用によるモバイルワークの推進
職員の作業時間削減、負担軽減、セキュリティの向上、意思決定の迅速化、府民サービスの向上等に資するため、平成29年から導入していたiPadの契約満了に伴い、新たに2in1タブレット端末機を導入し、引き続きモバイルワークを推進した。

（機種、導入台数及び契約期間）

・　機　　種：Surface
・　導入台数：350台

・　契約期間：令和３年８月１日　から　令和７年７月３１日　まで（４年間）

○　ウェブ会議の利用促進

会議や打ち合わせに伴う出張や移動の手間・ムダを極力少なくし、効率よく業務を進めるため、ウェブ会議の実施や会議に出席する際の考え方等をまとめた「ウェブ会議ガイドライン」を策定し、庁内に向けてウェブ会議システムの利用促進を働きかけた。
○　音声認識技術（ＡＩ）を活用した議事録等作成支援

会議に係る事務負担の軽減を図るため、音声データから議事録を書き起こす「音声認識サービス」を利用した。
○　ＡＩ－ОＣＲを活用した庁内業務の効率化
紙の申請書等の転記作業削減を図るため、手書き文字や印刷された文字を読み取り、テキストデータに変換する「ＡＩ－ОＣＲサービス」を利用した。

○　ＲＰＡの推進
入力作業に係る負担軽減、業務効率化を図るため、府職員が行っている単純な事務の繰り返し作業をＲＰＡ（※）により自動化した。

・　削減時間　年間推計　約1,000時間（利用実績のあった８業務の合計）

（※）ＲＰＡとは、Robotic Process Automationの略。人が行うパソコン上の作業手順をソフトウェアロボットに覚えさせることで、パソコン操作を自動化できるもの

○　働き方改革・ＩＴセミナーの開催

府庁版働き方改革の取組状況や先進的な民間企業の事例を紹介することにより、各部局の取組みを推進することを目的として、働き方改革・ＩＴセミナーを実施した。
・　令和３年１２月　咲洲ホールにてセミナー開催
　　　　　　　　　　先進事例（在宅勤務時のコミュニケーション方法等）の講演　等
・　令和４年２月　　上記セミナー動画を庁内サイトに掲載
３　マイナンバー制度関係
マイナンバー制度は、複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であるということの確認を行うための社会基盤。本制度に係る業務は、デジタル行政推進課が制度全般及び庁内システムの整備、情報公開課が特定個人情報保護評価を主な分担として対応している。
(1)　連絡調整・普及促進
マイナンバー制度全般に関する連絡調整や、府内市町村のマイナンバーカード出張申請受　付開催の支援を行った。

マイナンバー制度全般及びマイナポイントに関するチラシ・リーフレットを、各市町村やコンビニ等への配布を行うなど、マイナンバーカード普及促進に向けた広報を実施した。

(2)　 システム関係
地方公共団体ごとに整備している統合宛名システムについて、運用保守を行うとともに、情報連携を行うためのデータ標準レイアウトの変更及び新たな独自利用事務の実施に対応するための改修を行った。また、令和３年１０月にはシステムの全面更新を行った。
中間サーバについては、地方公共団体情報システム機構のＡＳＰサービスを利用している。
４　大阪府スマートシティ推進本部会議の運営
「大阪スマートシティ戦略」を推進するため、スマートシティ戦略部を司令塔とする強力な全庁的推進組織「大阪府スマートシティ推進本部」の活動として、大阪府スマートシティ推進本部会議を開催した。
　　
	開催日
	議題

	第１回
	令和３年５月１７日
	・大阪府におけるデジタル改革の推進について


ＩＣＴ監理グループ
１　大阪府のデジタル改革の実現に向けた中期計画の策定
   デジタル改革の実現に向け、大阪府として現在抱えている課題を明らかにし、デジタル改革を通じてめざすべき将来像や方向性、そこに向けた具体的な取組みを示すともに、必要な推進体制のあり方を検討していくため、「大阪府のデジタル改革の実現に向けた中期計画」を令和４年３月に取りまとめた。
２　ＩＴ事業の推進・調整

(1)　ＩＴ事業の推進

各部局等が行うＩＴ事業を技術面、調達面から支援するため、情報システム基礎調査の実施、部局担当窓口の設置やシステム調達仕様書の確認をするなど、各部局等がＩＴ事業を計画的・効率的に推進できるよう取り組んだ。

○　情報システム現況調査・執行状況調査

府庁内のＩＣＴ関連事業に係る実態や今後に向けた課題などを的確に捉え、各部局の事業を企画段階から予算要求、執行に至るまできめ細やかに支援していくことを目的として実施した。

・調査対象システム   240システム（廃止・休止分を除く）

○　部局担当窓口

部局担当窓口を設置し、各部局等のＩＴ事業に関する相談や予算確認などを実施した。

・相談件数
 　 35件

・予算確認件数
　 189件

○　仕様書確認

契約局の審査会案件（予定価格が３千万円以上の物品調達案件及び委託役務業務（リースを含む））に該当する各部局等のシステム調達仕様書について、より適正な調達となるよう仕様の見直し等を指導した。

・仕様書確認件数 　13件
○　行政情報化推進主任者連絡会議

　　全庁及び部局等の行政情報化を効率的かつ円滑に推進するため、各部局の行政情報化推進主任者を招集し、情報伝達を行った。

・令和３年８月27日開催

情報システムの開発等に係る令和４年度当初予算に関する要求内容の確認について 等

・令和４年３月17日開催（書面開催）

　　緊急テレワークシステムの利用促進について 等

(2)　他都道府県との連絡調整

　  他都道府県とのＩＴ事業に関する意見交換のため、以下の会議に参加した。

・全国都道府県情報管理主管課長会議　　　　　　　　　２回（オンライン開催）

・近畿ブロック情報管理主管課長会議・担当者会議　　　３回（オンライン開催）
３　情報セキュリティ対策
  (1)　セキュリティ研修
  以下のとおり情報セキュリティに係る研修を行った。
・新規採用職員への情報セキュリティ研修（※動画配信）（565名）
・個人情報適正管理研修における情報セキュリティ研修〔府政情報室と共催〕（※資料掲載）
・おでかけ情報セキュリティ研修　（１部局、81名）
※令和３年度は新型コロナウイルスの影響を考慮し、集合研修は行わず、事前に収録した研修の動画配信や、庁内WEBページへの資料掲載を行った。
  (2)　標的型攻撃（不審）メール対応訓練
近年増加している標的型メール攻撃に対応するため、一部の職員に模擬の不審メールを送付し、適切な対応ができるかをみる訓練（添付ファイル開封率の確認及び注意喚起。）を実施。
・令和４年１月実績　373名に送付し、約18％が開封
  (3)　ウェブ感染型マルウェア検知
府等が管理するウェブサイトについて、改ざんやマルウェアが埋め込まれていないか定期的に監視。（監視対象　160件）
  (4)　ホームページレスポンス観測
府等が管理するウェブサイトについて、レスポンスの変化（応答までの時間の変化）を観測。（監視対象　87件）
  (5)　サイバー攻撃検知
登録されたネットワークから発生する不審な通信の有無を監視。（監視対象　91件）

(6) 「情報セキュリティに関する基本要綱」の改正
総務省「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」の改正に伴い、令和３年11月22日に大阪府のセキュリティポリシーである「情報セキュリティに関する基本要綱」を改正。
＜主な改正ポイント＞
・CSIRT（情報セキュリティインシデントが発生した場合に速やかに状況を確認し必要な対応を行う専門チーム）の設置に関する内容の追加
・三層の構え（情報セキュリティ対策のため、庁内の情報通信ネットワークをインターネット接続系・LGWAN接続系・個人番号利用事務系に分離すること）に関する内容の追加
・外部サービスの利用に関する内容の追加

(7)　記憶装置を含む機器の廃棄状況の確認

各所属が独自で調達した記憶装置を含む機器について、直近の廃棄予定の把握や前年度に廃棄した機器の廃棄証明書類のコピーを徴収し各所属において適切に廃棄されていることの確認を行った。（令和3年度より年次調査にて実施）

基盤調整グループ

１　情報通信基盤等の整備・運用管理
庁内の情報通信基盤等（職員端末機や庁内ネットワーク、職員認証、電子メールシステム等）を整備し運用を行うとともに、職員の業務遂行時の利便性向上を行った。
(1)　仮想端末用サーバ機器等の整備・運用 
総務省が示す「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」においては、セキュリティ強靭化の観点から、各自治体の庁内ネットワークを、個人番号を取扱う個人番号利用事務系ネットワーク、自治体間を結ぶLGWANに接続するLGWAN接続系ネットワーク、インターネットに接続するインターネット接続系ネットワークに分離することとされている。
府においては、利便性とセキュリティを両立するために、インターネット接続系ネットワークに配置した職員端末機から、個人番号利用事務系ネットワーク及びLGWAN接続系ネットワーク内での業務を実施できるよう、各ネットワーク用の仮想端末環境を庁内に提供している。平成30年度にVDI方式によるLGWAN接続系仮想端末用サーバ機器等を整備、令和２年度には従来のSBC方式※１による仮想端末環境に代えてVDI方式※２による個人番号利用事務系仮想端末用サーバ機器等（二要素認証システム含む）を整備し、以降引き続き運用している。
※１…Server Based Computing方式
アプリケーションを各所属に配備しているサーバで実行し、端末に画面転送する方法。
※２…Virtual Desktop Infrastructure方式
一元管理されたサーバの仮想環境上にクライアントOS（その他アプリケーション）を集約し、端末に画面転送する方法。
(2)　テレワーク環境の構築及び運用管理

令和２年度に新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、府として在宅勤務の拡充や時差出勤の拡大等に取り組む必要性が高まったことにより、府職員の在宅勤務を更に推進するため、自宅から私物パソコンから庁内ネットワークに接続し、電子メールや所属フォルダのほか各種業務システム等を利用できるテレワーク環境を緊急に導入し、運用を行った。
令和３年度においても、引き続き府として在宅勤務の拡充や時差出勤の拡大等に取り組む必要があることから、同環境の運用を行った。
利用実績
　　　○システム登録者数　5,805人（3月31日時点）
　　　○１日あたり最大のべ利用者数　899人（6月18日）
　　　○平均利用人数 505人/日
 (平均：人/日、最大：人) 　
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	年度

	平均
	338
	536
	598
	494
	577
	569
	497
	467
	414
	482
	616
	472
	505

	最大
	777
	774
	899
	660
	712
	752
	715
	591
	567
	753
	809
	671
	899


　(3)　情報通信基盤機器等の整備・運用
以下の情報基盤を構成するサーバ機器等の整備・運用を行った。
	機器名
	概要

	情報基盤サーバ機器等
	職員が日々利用している情報基盤（職員認証、電子メール、庁内ウェブページ、所属用ファイルサーバ、職員用ファイルサーバ（Ｍドライブ）、リアルタイムコミュニケーションツール（Teams）、職員端末機運用環境等）を構成するためのサーバ等の機器及びソフトウェア。

	個人番号利用事務ネットワーク用情報基盤サーバ機器等
	個人番号利用事務ネットワークで利用する職員認証、端末機の運用管理、所属用ファイルサーバなどを構成するためのサーバ等の機器及びソフトウェア。令和3年度に機器を更新した。

	モバイルワークで使用する情報基盤機器等
	タブレットから庁内ネットワークへの接続に必要となる暗号化通信を実現させるための装置やリモートデスクトップサーバ等の基盤となる機器及びソフトウェア。

	大阪府ウイルス対策サーバ機器等
	職員端末機等のウイルス対策のため、ウイルスパターンファイルの配信や情報管理等を行うための機器及びソフトウェア。令和3年度に機器を更新した。

	議会サーバ機器等
	議会ネットワークにおいてネットワーク管理を行うためのサーバ等の機器及びソフトウェア。


２　庁内ネットワーク環境等の整備・運用
(1)   庁内ネットワークの更新設計及び施工管理業務
庁内ネットワーク機器等の更新時期にあわせ、庁内ネットワークの環境に応じた最適な技術等を適用した設計を行うとともに、設計後の調達・構築における施工管理を行った。
(2)　庁内ネットワーク接続機器等の整備・運用
庁内ネットワーク接続機器の整備・運用を行った。
	機種名
	概要

	大阪府庁内ネットワーク機器等
	データセンターや別館コンピュータ室に設置しており、庁内ネットワーク全体を構成する機器。ファイアウォール、帯域制御装置、監視装置、ログ管理サーバ等様々な機器が含まれる。

	大手前庁舎ネットワーク機器等
	本館、別館、新別館等に設置しているネットワーク機器。

	個人番号利用事務ネットワーク機器等の賃貸借
	個人番号利用事務ネットワークの構成に必要となる機器。令和3年度に機器更新を行った。


(3)　庁内ネットワーク監視
庁内ネットワークと接続するサーバ等機器の稼働状況やネットワーク機器の通信ログについて、監視業務を実施した。
	名称
	概要

	庁内ネットワーク監視業務
	庁内ネットワーク機器や各種サーバ機器等をネットワーク経由で監視し、障害発生を速やかに検知することにより、迅速な対応を図る。


(4)　出先機関、インターネット等の回線サービスの整備・運用
出先機関等への回線サービスの整備・運用を行った。
	名称
	概要

	大阪府咲洲庁舎に係る回線サービス
	咲洲庁舎とデータセンターを結ぶ回線サービス及び、咲洲庁舎内の無線ＬＡＮサービスの提供。

	出先機関等に係る回線サービス
	100か所を超える出先機関と庁内ネットワークを結ぶ回線サービス及び回線サービスの利用に必要となるネットワーク機器。 

	東京事務所接続回線サービス
	東京事務所とデータセンターを結ぶ回線サービス。

	インターネット緊急用回線サービス
	インターネットの閲覧が遅いなどの場合に、障害切り分けのため、庁内ネットワークを介さず、インターネット接続するための回線サービス。

	議会用インターネット回線サービス
	議会ネットワークにおいて、府議会議員がインターネット接続するために利用する回線サービス。

	モバイル端末機に係る回線サービス
	モバイル端末機をネットワークに接続するために利用する通信回線サービス。

	セキュリティクラウドサービス
	市町村が個別に実施していたインターネット接続やセキュリティ対策を、都道府県ごとに集約化するとともに、監視機能を強化するため構築した大阪自治体情報セキュリティクラウドサービス。府も参加団体としてサービスを利用している。


３　共通プラットフォームの整備・運用
(1) 　共通プラットフォームの整備・運用
サーバ仮想化技術を活用して、所属毎に調達している情報システムのサーバ機器の統合稼働環境として共通プラットフォームを構築し、システムの運用経費削減や、一元的な管理による情報セキュリティの強化を図った。（平成29年度：設計や整備計画策定、平成30年度サーバ機器等の調達・構築し、９月から運用開始）

令和３年度は前年度に引き続き、システム移行の支援を行った。

【対象システム】庁内52システム（予定）
【運用予定期間】平成30年10月から令和６年９月
· 利用システム（令和３年度末現在：47システム）
	
	システム名
	システム数

	1
	行政文書管理システム（情報公開システム、歴史的文書管理システム含む）
	1

	2
	公費負担医療給付システム(育成、療育、養育、小児慢性特定疾病）
	1

	3
	特定不妊治療費助成給付システム　を含む（同サーバに構築）
	1

	4
	介護保険事業者管理システム
	1

	5
	生活保護システム
	1

	6
	就学奨励費システム（庁内側、個番側）
	1

	7
	農業農村整備事業標準積算システム
	1

	8
	ストック対策システム
	1

	9
	学校納付金システム
	1

	10
	人事管理システム
	1

	11
	消耗品リユース掲示板など
	1

	12
	訃報システム
	1

	13
	会議室予約・庁内ウェブページ更新システム
	2

	14
	債権管理／住所・全銀マスタシステム
	2

	15
	恩給計算システム
	1

	16
	予算編成支援システム
	1

	17
	決算統計支援／資金管理システム
	2

	18
	文書発送管理システム
	1

	19
	障がい者手帳発行システム
	1

	20
	食品衛生統計システム
	1

	21
	栄養士管理システム
	1

	22
	労働相談統計処理システム
	1

	23
	森林計画システム
	1

	24
	大阪府迷子動物システム
	1

	25
	公有財産台帳等管理システム
	1

	26
	自動車税住所変更システム
	1

	27
	統計情報総合システム（統計課６システム）
	6

	28
	ＲＰＡ用ソフトウェアロボット
	1

	29
	監察医事務所検案等データベース
	1

	30
	電子公報システム
	1

	31
	産業保安業務情報システム
	1

	32
	大阪府環境行政指導業務支援情報システム
	1

	33
	音声認識サービスライセンスサーバ
	1

	34
	パソコン一斉シャットダウンシステム
	1

	35
	新許認可統合・大阪府薬事相談事例システム
	2

	36
	修学支援金システム
	1

	37
	医師情報データシステム
	1

	38
	（特別）児童扶養手当システム
	1

	計　
	47


基盤管理グループ
１　職員端末機等の整備・運用
以下の職員端末機等の整備・運用を行った。
	種別
	調達年度・月
	台数

	職員端末機
	平成29年度３月（★）
	58

	
	平成30年度12月
	5,177

	
	平成30年度12月（ＬＧＷＡＮ用）
	50

	
	平成30年度３月
	1,943

	
	令和元年度３月
	2,333

	
	平成28年度12月再リース（★）
	195

	
	平成28年度12月再々リース（☆）
	195

	
	令和２年度12月（個人番号利用事務）
	50

	
	令和２年度12月
	525

	
	平成29年度３月再リース（☆）
	58

	
	令和３年度３月（☆）
	282

	
	計（令和３年度末現在）
	10,613

	プリンタ
	平成29年度３月
	22

	
	令和元年度12月
	38

	
	令和２年度３月
	126

	
	計（令和３年度末現在）
	186

	モバイルワークで使用するタブレット端末機
	平成29年度８月（★）
	500

	
	令和３年度８月（☆）
	350

	モバイル端末機
	平成30年度12月
	10

	テレワーク用モバイル端末機
	平成30年度７月
	10

	
	令和元年度７月
	15

	
	計（令和３年度末現在）
	25


※職員端末機は４年、プリンタは５年リース。（☆は令和３年度開始、★は終了）
※台数は予算所属替えによるものを含む。
２　共通利用機器の管理運用等
(1) 　共通利用機器の管理
全庁共通で利用するシステム機器等の保守・運用管理を行った。
	機器名
	概要

	光学文字読取装置(ＯＣＲ)
	職員採用試験等のマークシート回答を読み取り、電子化するなどして処理するための装置。

	ＯＡ研修室サーバ機器等
	職員研修センターＯＡ研修室（咲洲）で使用する端末機を管理するサーバ機器やネットワーク機器、プロジェクター、研修運用支援ソフトウェアなど。

	モバイル端末機
	出張等において、庁外からも庁内ネットワークに接続し、資料の確認やメールの送受信等を行うための小型軽量の端末機。


(2) 　データの遠隔地保管
情報基盤サーバにおける重要なデータの他、契約局、子ども室、健康医療総務課、事業管理室が所管する情報システムのバックアップを磁気テープに格納し、定期的な集配により遠隔地に保管した。
３　業務システムの整備・運営
  (1)　業務システム等の運営
庁内ネットワーク内で全庁的に利用する業務システム等の運営を行った。
	名称
	概要

	大容量ファイル送受信サービス
	データサイズの大きな電子ファイルをインターネット上で安全に受け渡しするためのサービス。

	債権管理等事務の電算処理業務
	福祉部（障がい福祉室、高齢介護室、子ども室の貸付金業務）等が作成した調定データを用いて、納入通知書等の作成及び収納があった場合に収入データを作成する電算処理業務。

	債権管理システムおよび住所・全銀マスタ検索システムの保守・運用支援業務
	債権管理システム及び住所・全銀マスタ検索システムの安定的な運用を行うための運用保守業務。

	「全国町・字ファイル」購入
	各所属で運用する情報システムにおいて、全国の住所情報を参照させるため、地方公共団体情報システム機構が作成する全国町・字ファイルを購入。


４　情報通信基盤等の運用管理

  (1)　データセンターの利用
24時間稼働を必要とする庁内ネットワーク機器や各情報システムを稼働環境確保のため、データセンターを利用した。
	名称
	概要

	サーバ機器等のハウジングサービス
	情報基盤サーバや庁内ネットワーク機器の他、各所属の所管する業務システム等を高いセキュリティと耐災害性を備えたデータセンターに預けることにより、情報システム等の安定稼働を図るための契約。

	データセンターオペレーション業務
	データセンターにおいて、サーバから遠隔地保管用の磁気テープの取り出しや受け渡し、各種サーバ機器のランプ状態の確認、障害発生時の再起動など軽微なオペレーション作業を委託するもの。

	データセンターと大阪府庁別館の回線サービス
	データセンターと大阪府庁別館を結ぶ回線サービス。これにより、データセンターに設置した情報基盤等のサーバを庁内ネットワークから利用する。


  (2)　別館２階コンピュータ室の管理
主として、庁内事務に使用する各情報システムに利用する機器を設置している別館２階コンピュータ室の管理を行った。
	名称
	概要

	電算機室自動扉保守業務
	コンピュータ室はセキュリティ確保のため、入退室管理装置により自動扉の開閉を制御している。自動扉を良好な状態に維持するため、定期的に点検を行う。

	空調機設備保守業務
	コンピュータ室にはサーバやネットワーク機器が多数設置されており、安定的な稼働には空調機による温度管理が重要となる。そのため、定期的な空調機設備の点検を行う。

	入退室管理装置等保守点検業務
	コンピュータ室に設置している入退室管理装置、監視カメラシステム、鍵管理システムの定期的な点検を行う。


